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本書は、放送法第３９条第３項（会長は３箇月に１回以上、自己の職務の執行の状況を

経営委員会に報告しなければならない）に基づき「平成２６年度収支予算と事業計画」

の進捗状況を報告するもので、金融商品取引法によって上場企業等に義務付けられてい

る四半期財務報告とは異なります。 
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３．「創造・未来」 

４．「改革・活力」 

２．「信 頼」 

１．「公 共」 

 ３か年の基本方針 

信頼される公共放送として、 

放送機能の強化と放送・サービスのさらなる充実を図り、 

豊かで安心できる社会の実現と 

新しい時代の文化の創造に貢献します   

豊かで安心、たしかな未来へ 
平成２４～２６年度 ＮＨＫ経営計画 

 ４つの重点目標 

 安全・安心を守るなど公共放送の放送機能を強化するとともに、 

 東日本大震災からの復興を支援します 

 世界に通用する質の高い番組や、日本、そして地域の発展に 

 つながる放送・サービスを充実させます 

 放送と通信の融合時代にふさわしい、さまざまな伝送路を 

 利用した新たなサービスを充実させます 

①効率的な経営を行い、公共放送の価値を最大に高めます 

②受信料を公平に負担していただくため、営業改革と 

      受信料制度の理解促進に努めます 

③放送・サービスの質を向上させるため、活力ある職場づくりを 

  すすめます 
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 「３か年の基本方針」の達成状況を測る世論調査について 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

【３か年の基本方針と１４の指標】 
  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
     「公共」                  「信頼」             「創造・未来」   「改革・活力」 

  

 （参考）２６年１月に実施した世論調査の結果 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

指標 
期待度 
(%) 

実現度 
(%) 

差 
 (1月) 

差 
 (7月） 

①公平・公正 82.4  80.0   2.4  ( 0.7)  

②正確・迅速な情報提供 87.0  77.6   9.4  ( 9.1)  

③社会的課題の共有 68.5  49.8  18.7  (16.3)  

④記録・伝承 81.1  71.1   10.0  ( 8.0)  

⑤文化の創造・発展  80.4  69.0  11.3  (10.3)  

⑥多様性をふまえた編成 73.9  57.8  16.1  (15.2)  

⑦新規性・創造性 68.7  45.0  23.7  (21.0)  

⑧世界への情報発信 73.5  50.8  22.7  (20.0)  

⑨地域社会の発展 78.8  61.7  17.1  (17.7)  

⑩人にやさしい放送 80.6  62.0  18.6  (17.4)  

⑪様々なﾒﾃﾞｨｱでの情報提供 58.4  52.1   6.3  ( 5.1)  

⑫放送技術の発展 69.9  60.0   9.9  ( 9.6)  

⑬受信料制度の理解促進  58.7  35.9  22.8  (22.2)  

⑭受信料の公平負担  61.4  33.1  28.3  (26.4)  
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今回の３か年経営計画（平成 24～26 年度）では、視聴者のみなさまのＮＨＫに対する期

待を的確に把握し、ＮＨＫ全体で応えていくことをめざしています。 

このため、｢３か年の基本方針｣に示した公共放送の使命・役割について 14の指標を設け、

半期ごと（７月・１月）に世論調査を実施します。14の指標それぞれについて、ＮＨＫに対

する期待度と実現度を視聴者のみなさまに尋ね、計画の進捗状況を検証します。みなさまか

らのＮＨＫへの期待度に、実現度をできるだけ近づける（期待度と実現度の差を縮める）こ

とを目標に、事業運営や業務改革を進めていきます。 

  

 

（14指標を測る世論調査について） 

・全国の 16歳以上の男女個人 3,600人を対象に、年２回（７月、１月）実施。 
・各指標の設問に対し、「期待している」と「どちらかというと期待している」と回答した人の割合を「期待度」、  
「実現している」と「どちらかというと実現している」と回答した人の割合を「実現度」とする。 

 

 

・今期は世論調査を行っていませんので、参考に１月の調査結果を掲載しています (下表) 。 

・世論調査は７月に実施し、結果は第２四半期業務報告で公表します。 
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数値は差、括弧内は前回の差 「信頼」 

「創造・ 

未来」 

2.4 
（0.7） 

10.0 
（8.0） 

「公共」 「改革・活力」 

  

  

  

  

  

  

 
○は過去調査と比較し評価が統計的に低くなったもの 
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    今期の概況 

〔今期の主な取り組み〕 
■「公共」 

・放送センターの代替機能を担う大阪局から放送が出せない場合を想定し、福岡局から衛

星放送で全国放送を送出する設備の整備を進めた。また、放送センターでも大規模停電

時の放送機能確保のため、自家発電機用備蓄燃料を増量するタンク設置を開始した。 

・大規模災害時に、各放送波やインターネットでどのような情報を提供するか、さまざま

な状況を想定し、「非常時のメディア編成方針」をまとめた。 

・「ＮＨＫスペシャル」で大型シリーズ「廃炉への道」をスタートした。福島第一原子力発

電所の今後を40年先まで見据えて課題提起をした。 

■「信頼」 

・「ＦＩＦＡワールドカップ」全64試合のうち、総合テレビでは半分の32試合を編成した。

また、ＢＳ１では全試合を編成した。 

・地域発のＢＳプレミアムドラマ「さぬきうどん融資課」（高松局制作）を放送し、地元で

上映会を行うなどイベントを展開し、地域の活性化に貢献した。 

・外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴＶ」は番組編成を大幅に改定し、歌舞伎

や日本映画、日本の国際貢献をテーマにした番組を新設した。 

■「創造・未来」 

・放送と通信を連携したサービス「ハイブリッドキャスト」は、朝の情報番組「あさイチ」

や「きょうの料理」などで、サービスの充実を図った。 

・ＮＨＫオンデマンドは、連続テレビ小説「花子とアン」やプレミアムドラマ「プラトニ

ック」等が好評で、視聴料収入が対前年度比119%（4.7億円）となった。 

・「ＦＩＦＡワールドカップ」の生中継で過去最大規模となる106時間の字幕放送を行った。 

・地上デジタル放送の難視聴地域に対して、暫定的に実施している「衛星セーフティーネ

ット」が終了する26年度末に向けた恒久対策を実施した。 

■「改革・活力」 

・公開競争入札による法人への契約収納業務委託について、６月までに全国で７地区（108

万世帯）が新たに業務を開始し、あわせて全国で55地区（809万世帯）となった。 

・「ＦＩＦＡワールドカップ」の開催時期にあわせ、衛星放送のＰＲ活動を展開し、前年同

期を約２万件上回る27.7万件の契約増加となった。 

・地域に根ざし、地域に貢献する「地域職員」の採用選考を初めて行った。 

 

３か年経営計画の３年目を迎え、重点目標に沿ったさまざまな施策が具体化している。機能強化

や安全・安心の面では、放送センターが機能停止した際に代替機能を担う大阪局の設備整備

がほぼ完了した。全国の整備も順調に進捗しており、現在は運用・実施体制の整備に重点的に

取り組んでいる。番組では、連続テレビ小説「花子とアン」が「あまちゃん」、「ごちそうさ

ん」に続き、支持を集めたほか、認知症行方不明者の問題を取り上げた「ＮＨＫスペシャル」な

どの番組等も高い評価を得た。８Ｋスーパーハイビジョンで、「ＦＩＦＡワールドカップ」を撮

影し、国内４か所、ブラジル３か所で生中継を含めたパブリックビューイングを実施し好評

だった。営業面では公開競争入札による法人への契約収納業務委託の拡大など営業改革を進

め、契約総数の増加を図った。各放送局で、大学の新入生向けに受信料制度や公共放送の役

割等について理解促進を図る“春の新生活応援キャンペーン”を実施した。 

今 期 の 総 括 

１
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営業目標の達成状況と収支概況 
   
 
 

  第１四半期は、契約総数が 19.0万件増加し、年間増加目標に対する進捗率では 38.8％となり、

前年同期（37.4％）を上回る堅調な業績となっている。衛星契約は 27.7万件増加し、年間増加

目標に対する進捗率は 40.8％となり、前年同期（36.9％）の進捗率を３ポイント以上上回る好

調なスタートとなった。 

特に、衛星契約増加は、６月の「ＦＩＦＡワールドカップ」開催により、衛星放送への接触が

高まるのにあわせ、衛星契約増加に向けた活動を強化したことにより、高い進捗率を確保した。 

 

〔受信契約の状況〕 

 
 

  ６月末の収支の状況は、事業収入が 1,687億円(予算進捗率 25.4％)、事業支出が 1,566億円(予

算進捗率 23.9％)となり、事業収支差金は 120億円となった。 

 受信料収入は、移動世帯の早期契約対策などに重点的に取り組んだ結果、標準進捗率を上回り

（予算進捗率 25.2％）、1,620億円となった。事業支出は、「ＦＩＦＡワールドカップ」や国際放

送のニュース・番組の充実による支出等があるものの、おおむね標準進捗率を下回っており、全

体として堅調に推移している。 
 

〔事業収支（一般勘定）〕   ☞ 21頁参照                     （単位 億円） 
 

区 分 予算 
第１四半期 
（４～６月） 

第１四半期 
累計（４～６月） 

進捗率 

事 業 収 入  6,634(※2) 1,687 1,687 25.4％ 

事 業 支 出  6,544(※2) 1,566 1,566 23.9％ 

事業収支差金 －   120   120 － 

〔受信料収入〕    ☞ 22頁参照                     （単位 億円）  

区 分 予算 
第１四半期 
（４～６月） 

第１四半期 
累計（４～６月） 

進捗率 

26年度 6,428 1,620 1,620 25.2％ 

25年度 6,221 1,578 1,578 25.4％ 

契約増加件数 
25年度 第１四半期 26年度 第１四半期 

現在数 
年間増加目標 累計実績 進捗率 年間増加目標 累計実績 進捗率 

契約総数 48 17.9 37.4％ 49 19.0 38.8％ 3,892 

 衛星契約※1 69 25.5 36.9％ 68 27.7 40.8％ 1,815 

 ※1 衛星契約とは衛星系および地上系によるテレビジョン放送の受信についての放送受信契約 

未収削減 
（５月末値） △16 △3.1 19.2％ △13 △2.7 20.9％  135   

営業目標の達成状況 

（単位  万件） 

収 支 概 況 

２

 

※2 予算総則第 12条を適用して、年度当初の予算に対してそれぞれ４億円を増額している 

5



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

      

    「４つの重点目標」 

          の達成状況 
 

３ 
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「４つの重点目標」の達成状況 
 
 
 

 
 

 

 放送センター代替機能や全国的な機能強化整備など、設備整備は順調に進捗している。大

阪局の整備はほぼ完成し、福岡局の機能強化が本格工事段階に入った。今年度は、新たな設

備への習熟訓練など運用・実施体制の強化にも重点を置く。放送センターが機能停止した場

合を含めた大規模災害時の編成方針を策定した。また、「ＮＨＫスペシャル」などの番組を

通じて、継続して東日本大震災の検証や復興の支援に貢献した。災害の映像・証言を記録す

る「東日本大震災アーカイブス」も充実させた。 

 

■いかなる災害時にも対応できる放送設備と体制の強化 

◇放送センターが機能停止した際に代替機能を担う大阪局・福岡局の設備を増強し、全国の放

送局で災害に備えた機能強化を進めた。 

・大阪局では緊急時に全国発信を行うニュース送出設備の 

工事が完成、テストを開始した。ニュース速報・地震津波

情報を大阪から全国発信できる体制を整えた。 

・大阪局から英語放送を行うための２か国語ブースが完成 

した。国内の外国人向け放送と海外への発信を行うための

準備を進める。 

・福岡局では緊急時に衛星放送で全国放送を送り出すＢＳ

アップリンク設備の据え付け工事を開始した。 

・ニュースの制作に必要な機材を装備した「ニュース制作 

支援車」が完成。放送局の臨時映像編集室や災害現場での

取材拠点として活用する。 

・放送センターの自家発電用燃料タンク増量整備はタンク 

の設置工事を開始した。 

◇災害時に命を守る報道を確実に行うため緊急時の放送の実

施体制・運用のあり方を改善した。 

・大規模災害時に発災直後から、放送各波やインターネットを活用し、どのような情報を 

提供していくのか、放送センターが機能停止した場合を含め様々な状況に応じて定めた

「非常時のメディア編成方針」を取りまとめた。 

・「災害時国際放送・多言語発信検討会」を新設し、非常時の国際発信と、在留・訪日外国

人向けの情報提供を行えるよう検討を始めた。 

◇新技術を活用し緊急時に現場から映像をすばやく届けるため体制を強化した。 

・携帯端末を使い映像を送ることができるＩＰ中継設備を拡充した。ＩＰ中継は日常の取材

でも活用し、６月の小田急線脱線事故などで現場からいち早く映像を届けた。 

・視聴者が撮影した映像をニュースなどで活用する「ＮＨＫスクープＢＯＸ」を、全国の拠

点となる放送局で利用できるようにした。 

◇南海トラフ巨大地震などによる津波で浸水の可能性がある放送局５局で、高台の取材・制作

拠点「津波サブステーション」の整備が完了し、具体的な運用の検討を始めた。 

１．「公共」  安全・安心を守るなど公共放送の機能を強化するとともに、 
東日本大震災からの復興を支援します 

 
  第１四半期の達成状況 

福岡局・ＢＳアップリンク工事 

ニュース制作支援車 

３
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■地域の安全・安心に役立つ情報提供 

・チリ沖地震による津波到達（４月）、西日本の大雨（６月）、

台風６号通過（６月）、全国の記録的猛暑（６月）など相次

いだ自然災害に際し、各地の放送局はテレビ・ラジオ・デー

タ放送できめ細かく情報を伝えた。また、ホームページから

も情報を発信した。 

・自治体が発信する防災情報をメディアに配信する「公共情報

コモンズ」からの情報を、各地の放送局がデータ放送等で迅速に発信できるように、運用

方法を改善した。６月に行われた全国訓練では、札幌、福島、新潟、神戸、大津、鳥取、

松山、首都圏放送センターが情報をデータ放送で送る訓練を実施した。 

■東日本大震災を検証し復興を支援する番組 
◇「ＮＨＫスペシャル」で震災・原発関連の番組を４本放送。 

・福島原発の今後を 40 年先まで継続して伝える決意の大型シ

リーズ「廃炉への道」をスタート。「放射能“封じ込め”果

てしなき闘い」、「誰が作業を担うのか」の２本を放送した。

３年目を迎えたシリーズ「東日本大震災」では「防潮堤 400

キロ」、「救えたかもしれない命」の２本を放送した。 

◇「クローズアップ現代」は原発事故の廃棄物処理の課題や、福

島の避難地域の人々の苦悩を伝える番組２本を放送した。 

◇被災地の今を伝える定時番組を今年度も継続して放送。 

・３年目を迎えた総合テレビ「明日へ－支えあおう－」は好評

を得ている。「明日へ１ｍｉｎ」は「綾瀬はるかのふくしま

に恋して」など３つの新シリーズで充実させた。 

・外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴＶ」の番組

「ＴＯＭＯＲＲＯＷ」は、３年目の今年度から震災で得た貴

重な教訓をテーマにして海外発信を続けている。 

◇復興に向かう被災地の姿を伝える番組、人々に元気を届ける番組を各波で放送した。 

・５月に福島県いわき市で「ＮＨＫ公開復興サポート」を開催。

「あさイチ」、「きょうの料理」、「趣味の園芸 やさいの時間」、

「ハートネットＴＶ」、「Ｒの法則」、「ＢＳ日本のうた」など

を公開収録し、9,675人が来場した。 

・三陸鉄道の復活を描く「新日本風土記スペシャル」、福島県

郡山市を旅した「キッチンが走る」など、様々な番組で東北

の今の姿を伝えた。 

・ラジオ第１「ここはふるさと 旅するラジオ」では５月に宮

城県山元町と岩手県大船渡市で「復興支援 旅するステージ」を開催した。 

■災害の映像・証言を歴史的資料として記録し保存・活用 

◇公開ホームページのサイト「東日本大震災アーカイブス」の映像に保存・公開された証言者

431人に達し、震災の貴重な記録として各地の高校の授業や講演会で活用されている。 

 

 

 
 

 ３か年経営計画の最終年度として、機能強化整備を計画的に実施するとともに、整備し

た設備の平時からの活用などを通じて、いざという時の運用・実施体制の構築に向け、引

き続き取り組んでいく。各地の放送局でも、地域の安全・安心に役立つ情報提供を引き続

き強化していく。東日本大震災を検証し復興を支援する番組の制作も進める。 

課題・今後の取り組み 

Ｌ字放送でも情報を提供 

「ＮＨＫスペシャル 廃炉への道」 

「ＮＨＫスペシャル シリーズ 

東日本大震災 救えたかもしれない命」 

いわき市で公開収録した「Ｒの法則」 
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「４つの重点目標」の達成状況 
  
 
 

 
 

 26 年度上半期の新しい番組編成は順調なスタートを切った。連続テレビ小説「花子とア

ン」を軸に総合テレビの朝の時間帯の支持がますます高まり、大河ドラマ「軍師官兵衛」も

よく見られている。新しく始まった番組は幅広い年代層に浸透しつつある。「集団的自衛権」、

「認知症行方不明者」等を伝えたニュースや「ＮＨＫスペシャル」などの番組は高い評価を

得た。「ＦＩＦＡワールドカップ」では全試合の放送を編成し視聴者の期待に応えた。 

■確かなニュースや多様で質の高い番組 

【ＦＩＦＡワールドカップ】 

・ブラジルで開催された「ＦＩＦＡワールドカップ」は総合テレビで 32 試合、ＢＳ１で全

64試合を編成。若い世代を中心に接触者層が広がった。また、ＮＨＫスペシャルで、選手

の驚異の能力に迫る「ミラクルボディー」や、内戦の記憶を乗り越え出場したボスニア・

ヘルツェゴビナ代表を描く「民族共存へのキックオフ」など、関連番組が高い評価を得た。 

【総合テレビ】 

★主な編集方針：“生活に欠かせないチャンネル”として正確な情報を伝え、日本・世界の課

題を考えるニュースや番 組を継続・強化。文化・教養・娯楽番組などバランスよく編成。  

・連続テレビ小説「花子とアン」は平均視聴率は 22.3％（ビ

デオリサーチ調べ）。「おはよう日本」、「あさイチ」も好調

で、朝の時間帯の接触率が高まっている。 

・夜間の番組では「鶴瓶の家族に乾杯」、「ＮＨＫ歌謡コンサ

ート」が高い支持を得ているが、世帯視聴率は前年度ほど

伸びていない。大河ドラマ「軍師官兵衛」は 50代以上を中

心に幅広い世代に見られている。平日夜間の新番組

「ＬＩＦＥ！～人生に捧げるコント～」、「超絶 凄ワザ！」、

「幻解！超常ファイル ダークサイド・ミステリー」は若

い男女の視聴が増え、接触者層を拡大しつつある。 

・認知症行方不明者の問題や女性の貧困など、身近でありな

がら光が当てられてこなかった深刻な問題に、ニュースや

ＮＨＫスペシャルなどの番組で焦点を当て、大きな反響を

巻き起こした。「集団的自衛権と安全保障」については、ニ

ュースやＮＨＫスペシャルなどの番組で多角的に伝えた。 

・ウクライナ危機、韓国旅客船沈没事故、南シナ海の海上衝

突など海外で大きな動きが相次いだが、いずれも迅速に対

応し、最新の情報を詳細に伝えた。 

・ＮＨＫスペシャルは、「人体 ミクロの大冒険」が４Ｋの技

術で制作した高画質ＣＧで話題を集めた。「故宮」はアニメ

を取り入れた演出で好評を得た。「エネルギーの奔流」は激

増するエネルギー消費と課題を伝えた。「北朝鮮 権力とカ

ネの謎」では知られざる北朝鮮の深層に迫った。 

２．「信頼」  世界に通用する質の高い番組や、日本、そして地域の発展に 
つながる放送・サービスを充実させます 

 
 第１四半期の達成状況 

「ＬＩＦＥ！～人生に捧げるコント～」 

３

 

連続テレビ小説「花子とアン」 

ＮＨＫスペシャル 

「“認知症 800万人”時代 行方不明者１万人」 
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「ＫＡＢＵＫＩ ＫＯＯＬ」 

【Ｅテレ】 

★主な編集方針：青少年・子どもの健全な育成に資する番組、人々の知的関心に応える番組、

文化・芸術の継承・発展に資する番組、福祉番組などを編成。教育放送の役割を果たす。 

 ・教育に関する問題を取り上げる「エデュカチオ！」は、月１回放送から毎週放送になり、

30～40 代の女性と 12 歳以下の男女によく見られた。「先人たちの底力 知恵泉」は、24

分枠から 42分枠に拡大。50代男性を中心によく視聴されるようになった。 

【ＢＳ１】 

★主な編集方針：「生にこだわったスポーツ」、「世界の今を伝える国際情報」、「報道の背景を

深く掘り下げる番組」の３つを柱に、激動する世界を深く伝える。 

・平日夜間のニュース強化として始まった新番組「国際報道２０１４」は視聴率が前年度を

上回り、これまで少なかった20代、50代女性にも見られている。「ワールドスポーツＭＬＢ」

は日本人選手の活躍で注目された。 

【ＢＳプレミアム】 

★主な編集方針：幅広い世代が楽しめる“知的エンターテインメントチャンネル”。「地上波に

はない個性」で深い満足感を与えるコンテンツを充実。戦略的編成で新たな視聴者層を獲得。 

・土曜の特集「ザ・プレミアム」は連続テレビ小説「ごちそうさん」の番外編が話題を集め

るなど好調。日曜夜のプレミアムドラマ「プラトニック」は 50 代女性を中心に視聴され

た。平日夜間の新番組では「英雄たちの選択」がよく見られている。「リラックスゾーン」

と位置付けた平日夜 11 時台では「植物男子ベランダー」が 30 代男女に定着しつつある。 

◇番組の質の評価を行う 10 指標は、どのチャンネルも前年度第４四半期の評価を維持ないし

改善した。ビデオリサーチの接触者率はＢＳ１、ＢＳプレミアムが前年同期と横ばい。Ｅテレ

はやや下落。総合テレビは横ばいで、30～40 代男性が持ち直したが、50 代男性、40 代女性

が減少した。 

■地域の再生、地域の活性化への貢献 

・各地の放送局が地域独自のテーマでキャンペーンを展開した。

大津局「びわ湖興味新深」、松山局「四国遍路１２００」、北見

局「知床」、大阪局「宝塚歌劇団１００年」、帯広局「ばんえい

競馬」、宮崎局「食・農・ミライ」、前橋局「富岡製糸場」等。 

・高松局制作の地域発ドラマ「さぬきうどん融資課」は、地元

で上映会を行うなどイベント展開し、地域を盛り上げた。 

■国際発信力の強化、国際展開によるＮＨＫのブランド力の向上 

・外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴＶ」は番組編成を大幅に改定。番組で取り

上げるジャンルを広げ、「歌舞伎」、「日本映画」、「日本の国際貢献」をテーマにした番組

を新設。番組数も 34番組から 43番組に拡充した。 

・５月のタイのクーデターに伴う報道規制で、国際チャンネル

が現地で一時視聴できなくなったことを受け、邦人保護の観

点から短波によるタイ（東南アジア）向け日本語放送の 24

時間臨時送信を実施。現地で聴いた方から「ラジオの力を再

認識した」、「今後も活用したい」などの反響を得た。 

・ＮＨＫスペシャル「人体 ミクロの大冒険」は海外４局と国

際共同制作が進行中。「超常現象」はフランスと共同制作が成

立。「神の数式」、「病の起源」に対しても海外からの問い合わせが集まっている。 

 
 今期の改定で視聴率・番組の評価については成果を得た。課題は総合テレビの平日夜間

の強化と 50 代男性の接触率向上である。今期の評価・分析を踏まえ、より幅広い世代の

視聴者に見られるよう施策を検討していく。 

課題・今後の取り組み 

高松局制作 

「さぬきうどん融資課」 
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ＮＨＫオンデマンド視聴料収入の推移 

3.9 
4.6 4.8 4.9 4.7 

0

1

2

3

4

5

6

1期 2期 3期 4期 1期 2期 3期 4期

２５年度 ２６年度

ハイブリッドキャストの表示イメージ 

「ＦＩＦＡワールドカップ」の特設サイト 

「４つの重点目標」の達成状況 
 
 
 

 
 
 

放送と通信が連携するサービス「ハイブリッドキャスト」のサービスを充実・強化した。

８Ｋスーパーハイビジョン（ＳＨＶ）については、国内外でのパブリックビューイングなど

で魅力をＰＲした。26 年度から、新たに字幕放送に対応した番組を増やすとともに、

「ＦＩＦＡワールドカップ」での字幕対応も積極的に行った。平成 27 年３月の衛星セーフ

ティーネット終了に向けて、地上デジタル放送の難視聴地域への取り組みを強めた。 

■放送と通信が融合した新たなサービスの提供と開発 

◇インターネットの活用などの充実・強化に取り組んだ。 

・「ＦＩＦＡワールドカップ」では、総合とＢＳ１のデー

タ放送や、パソコンや携帯端末向けの特設サイトを通じ

て、放送予定、試合結果、チーム情報等をきめ細かく提

供した。 

・放送と通信が連携するサービス「ハイブリッドキャスト」

では、朝の情報番組「あさイチ」で番組マスコットキャ

ラクターが双方向クイズを盛り上げる新たな演出や、

「きょうの料理」で取り上げた料理の材料や作り方を動

画付きで紹介するなど、サービスの充実・強化を図った。 

・ラジオのインターネット同時配信サービス「らじる★ら

じる」は、26年度も実施。今後、携帯端末による利用実

態や、地域放送番組の利用実態についてデータを収集、

分析し、今後の提供のあり方等について検討を進める。 

・会員制サイト「マイ健康」を５月に新設した。ＮＨＫの

番組の中から関心のある健康情報だけを表示したり、放

送予定を手軽に知ることができるサービスを開始。 

・ＮＨＫオンデマンドは、連続テレビ小説「花子とアン」

やプレミアムドラマ「プラトニック」といった人気番組

と、それらの関連番組を配信したことなどによって、視

聴料収入が対前年度比 119％の 4.7億円となった。 
                                                      

■新たなメディア環境に対応する技術とサービス基盤の確立 

◇米国の次世代地上デジタル放送方式を策定する団体

ＡＴＳＣの会合に参加し、ＮＨＫ提案により既に国際規格

（ＩＳＯとＩＥＣ）となっている多重化方式や、ＳＨＶの

地上波伝送技術の採用を働きかけた。 

◇ＶＴＲテープではなく、映像・音声素材をファイル化して扱う新しい番組制作基盤「ファ

イルベースシステム」への着実な移行に取り組んだ。 

・26年度から、「ファイルベースシステム」による番組登録・送出に完全移行。 

３．「創造・未来」  放送と通信の融合時代にふさわしい、さまざまな伝送路を 
利用した新たなサービスを充実させます 

 
 第１四半期の達成状況 

 

（億円） 

無料登録会員数：135 万人 

〔前期末＋4.1 万人〕 

※外部提供事業者を除く 
 

３
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・ＶＴＲテープとして保管されている過去の番組のうち、7,400番組のファイル化が完了。 

・映像や音声をファイルとして収録するビデオカメラの開発が完了し、６月末に本部への

導入を開始。 

■次世代の超高臨場感放送システムの開発 

◇ＳＨＶの 2016年の試験放送と、東京オリンピック・パラ

リンピックが開催される 2020 年の本放送開始に向けた

取り組みを積極的に行った。 

・ＮＨＫ放送技術研究所の一般公開（5/29-6/1）で、ＳＨＶ

を含む最新の技術研究の成果を展示した。 

 ＳＨＶの高い解像度を生かしたハイブリッドキャ
ストのサービスを紹介。 

 実際のケーブルテレビ施設を用いたＳＨＶ配信実
験を実施。 

 情報量の多いＳＨＶ信号を１本のケーブルで接続で
きるカメラとディスプレーを開発。 

・「ＦＩＦＡワールドカップ」では、ＳＨＶ制作を行うと

ともに、ブラジル３か所と国内４か所（東京、横浜、

大阪、徳島）でパブリックビューイングを実施した。 

・世界最大級の放送機器展示会「ＮＡＢショー」（アメ

リカ）で、８Ｋ映像コンテンツの放映や、ＳＨＶの小

型カメラ等を展示。スポーツコンテンツの高い臨場感

や８Ｋの地上波伝送技術に高い関心が寄せられた。 

■人にやさしい放送・サービスの拡充 

◇これまで聴覚障害者から要望のあったＥテレ「ＮＨＫ高

校講座」で、４月から字幕放送を開始。総合テレビでは、

新番組「超絶 凄ワザ！」や関東地方向けの情報番組「ひ

るまえほっと」等で字幕を付与。 

◇「ＦＩＦＡワールドカップ」では、生中継の試合で、過

去最大規模となる 106時間の字幕放送を行った。 

◇地域放送局で人手をかけずに字幕を付与できるように、

音声認識から字幕付与までのプロセスが検証可能とな

る装置を試作した。 

■テレビ放送の完全デジタル移行後の課題への取り組み 

◇地上デジタル放送の難視聴地域に対して、衛星放送を使って補完する「衛星セーフティー

ネット」が終了する 27年３月末に向けた恒久対策を継続して実施している。 

・デジタル難視世帯 1.3万世帯（３月末現在）のうち、0.6万世帯の対応が完了。 

・対策の呼びかけに回答がない人を対象に、受信機に告知メッセージを表示させるなど周

知を強化する。 

 

 

 

 

 
「ハイブリッドキャスト」については、総合テレビ以外のチャンネルでサービスが開始

できるよう準備を進める。ＳＨＶは、その魅力を体感していただくパブリックビューイン

グを全国各地で積極的に行うとともに、ノウハウの蓄積を目的に番組制作を推進する。 

また、６月に公布された改正放送法を踏まえて、ＮＨＫが恒常的に行うインターネット

活用業務に関する「実施基準」の策定を進める。 

字幕放送に対応した「ＮＨＫ高校講座」 

パブリックビューイングの様子 

（横浜・港北ニュータウン） 

 

 

技研公開 

ＳＨＶに対応したハイブリッドキャスト 

 

 

課題・今後の取り組み 
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「４つの重点目標」の達成状況 
   
 
 
 
 
 

Ｎ 

ＮＨＫグループのガバナンス強化に向けて、子会社等の経営目標管理を徹底するため、

経営目標制度を見直した。25年度の視聴者対応の取り組みをまとめた冊子「ＮＨＫ視聴者

ふれあい報告書２０１４」に、３か年経営計画達成に向けた業務の検証や決算報告も盛り

込み、内容の充実を図った。 

■経営計画の達成に向けた評価・管理 

◇経営計画の進捗状況を検証する「改革と活力委員会」を今期２回開催。25 年度第４四半期

および 25年度の年間総括について検証等を行い、今後の課題抽出を行った。 

◇３か年経営計画の２年目の業務実施状況に関する「平成 25年度業務報告書」を作成し、監

査委員会の意見を添えて６月に総務大臣に提出した。 

■効率的なグループ経営の推進 

◇グループガバナンスの強化に向けて、子会社等の経営目標管理を徹底するため、経営目標

制度を見直した。 

◇関連団体の適正経理の再点検と内部監査機能整備については今後も支援を続ける。 

■視聴者のみなさまとの結びつき 

◇25年度の視聴者対応の取り組みをまとめた冊子「ＮＨＫ視

聴者ふれあい報告書２０１４」を発行し、各地の放送局な

どを通じ、配布を始めた。冊子の内容を改め、３か年経営

計画達成に向けた業務の検証や決算報告も盛り込み、内容

の充実を図った。 

◇多くの家族連れに来場頂いた「渋谷ＤＥどーも２０１４」

（放送センター：5/3～5 来場者：68,905人）や番組と連

動した「大河ドラマ特別展『軍師官兵衛』」（兵庫：3/21～

5/6 来場者：39,813 人、東京：5/27～7/13 来場者：75,272

人）等、全国で 434本の公開番組・イベントを実施。参加

者のアンケートでは、満足度が 83.2％であった。 

■環境経営 

◇６月の環境月間に、ＮＨＫ環境キャンペーン「ＥＣＯパー

ク２０１４」を開催（放送センター：6/7～8 来場者：12,813

人）。環境問題に取り組む大学生やＮＰＯ団体とも協力し、

参加体験型の企画・ステージ等を充実させた。 

 
 
 
 

第１四半期の達成状況 
 

４．「改革・活力」   

 
 ① 効率的な経営を行い、公共放送の価値を最大に高めます 

現行３か年経営計画の達成に向けて、「改革と活力委員会」において事業計画工程表と

四半期業務報告を通じて確実にＰＤＣＡを回し、検証結果を適切に改善に結びつけていく

取り組みを強化する。 

３

 

「ＥＣＯパーク２０１４」人力発電ミニ電車 

 

渋谷ＤＥどーも２０１４ 

課題・今後の取り組み 
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（参考）公開競争入札地域 目標達成状況 

「４つの重点目標」の達成状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

26 年度第１四半期は、契約総数増加、衛星契約増加とも堅調に推移している。効率的

な業務体制の構築に向けた、公開競争入札による法人への契約収納業務委託については、

今年度６月までに全国で７地区（108 万世帯）において新たに業務を開始した。６月末現

在、全国 55 地区（809 万世帯）において業務を実施している。受信料の理解促進活動で

は、“春の新生活応援キャンペーン”として、この春に大学へ入学した新入生に向けて、

各地の放送局で積極的に大学へ出向き、受信料制度や公共放送の役割等の理解促進活動

を行った。 

 
■契約数の推移 

 

 

 
  
  
 
 
 
 

 
  昨年度に続き、年度当初から前倒しによる営業活動の強化と法人委託の拡大など営業改

革を進めている。その結果、第１四半期で契約総数は19.0万件増加し、６月末で3,892万件

となった。衛星契約増加では、衛星放送への接触が高まる「ＦＩＦＡワールドカップ」の

開催時期に合わせ、衛星放送のＰＲ活動や衛星契約勧奨活動を集中的に展開したことなど

により、前年同期を約２万件上回る27.7万件の増加を確保した。衛星契約数は６月末で

1,815万件となり、1,800万件を超えた。 

  ５月に平成25年度末推計世帯支払率を公表した。全国値は74.8％となり、24年度末値

（73.8％）から1.0ポイント向上した。なお、全ての都道府県において、24年度末値より向

上している。 
 
■公平負担と営業経費抑制に向けた４つの営業改革 

（１）効率的な業務体制の構築 

・公開競争入札で契約収納業務を受託した法人による

業務実施地域は、26年６月末現在、全国で 55地区（809

万世帯）となっている。また、小規模な地域を担当す

るエリア型法人委託は、150 社、221 地区において業

務を実施している。 

・法人が受託する地域の業績は、全体としておおむね堅

調となっている。 

区 分 
26 年度第１期（4～5 月） 

目標 実績 達成率 

総数取次 7.2 6.4 89.2％ 

衛星取次 2.7 2.8 106.0％ 

3,618 
3,618 

3,640 3,662 
3,685 

3,731 
3,766 

3,815 

3,873 
3,892 

3,400 

3,500 

3,600 

3,700 

3,800 

3,900 

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 26.6末 

 契約総数 

1,247 
1,284 

1,334 
1,387 

1,456 

1,543 

1,622 

1,706 
1,788 1,815 

1,100 

1,200 

1,300 

1,400 

1,500 

1,600 

1,700 

1,800 

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 26.6末 

 衛星契約 

② 受信料を公平に負担していただくため、営業改革と受信料制度の理解促進に努めます 

４．「改革・活力」   

 
 

（万件） （万件） 

（単位 万件） 

（年度） （年度） 

第１四半期の達成状況 
 

３

 

 

15



受信料額変更周知ミニ番組 

大学生向け公共放送ＰＲ番組（長野局） 

大学内での公開番組収録（福島局） 

 

（２）民事手続きの強化 

・26年度第１四半期の支払督促申し立て実施件数は221件となった。18年度の申し立て開

始以降の累計では、実施件数5,794件、そのうち解決済み（支払済・分割支払中等）は

4,851件となっている。 

・民事訴訟では、26年６月末までに111件（世帯に対して99件、事業所に対して12件）を

提訴している。そのうち世帯は、84件が契約締結により解決し、９件がＮＨＫの請求を

認める判決となっている。事業所は、９件が契約締結による解決となっている。 

（３）契約・収納手法の開発 

・住民票除票の活用により、本人からの届け出を省略した住所変更手続きは、第１四半期

の取次数が 6,925件となり、24年 10月運用開始から、累計で３万 6,889件となった。 

・受信確認メッセージ消去連絡と同時に、衛星受信契約書の提出を省略して取り次いだ件

数は、第１四半期で 6,063 件となり、24 年 12 月運用開始から、累計で２万 8,044 件と

なった。 

（４）各種法人・団体等との連携 

・受信料を電話料金等と一括して支払うことができる「くらし快適サービス・ＮＴＴtabal

まるごと決済」を、ＮＴＴファイナンス株式会社と連携して 25 年 10 月から開始した。

26年６月末の利用件数は約６万 4,000件となっている。 

・ヤフー株式会社との連携により、「Yahoo!JAPAN」のホームページにある「Yahoo!公金支

払い」のサイトから、クレジットカードやポイントを利用して受信料を支払うことがで

きるサービスを 25 年 12 月から開始した。26 年６月末までの利用件数は 1,237 件とな

っている。 
 
■受信料制度の理解促進 

★消費税率改定に伴う受信料額変更の周知 

・４月１日からの消費税率改定に伴う受信料額の変更について、

放送を通じて周知を図った。 

★全国的キャンペーンの展開 

  ・大学新入生に向け、“春の新生活応援キャンペーン”を全国

的に展開した。各地の放送局では、新入生に向けて公共放送

ＰＲミニ番組を制作したり、大学内での公開番組収録やイベ

ント等を積極的に実施し、「公共放送」や「受信料制度」等

の理解促進活動を展開した。 

★全国の放送局での放送と連動した理解促進活動 

  ・仙台局では、「ＦＩＦＡワールドカップ」の「パブリックビ

ューイング＆トークショー」を実施し、自治体とも連携しな

がら、会場に集まった方々に向けて公共放送の理解促進活動

を積極的に行った。 

  ・福岡局、北九州局、神戸局、青森局など各地で、大河ドラマ

「軍師官兵衛」に関連したイベントを実施。また、札幌局、

広島局では、後期の連続テレビ小説「マッサン」をいち早く

広報展開するなど、ドラマ関連のイベントや番組広報の際に

受信料制度についての周知を行った。 
 

４月からの消費税率改定に伴う受信料額の変更については、今後も丁寧な周知活動を

継続していく。５月に公表した 25 年度末推計世帯支払率では、大都市圏における支払

率の向上が課題となっている。26年度も引き続き前倒しによる営業活動に取り組むとと

もに、大都市圏での営業活動の強化を図っていく。 

課題・今後の取り組み 
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「４つの重点目標」の達成状況 
 
 
 
 
 
 
 

 

公共放送を支える多様で意欲ある人材の確保のため、職種ごとに新たな面接手法を開

発する等、選考方法を改め、ジャーナリストとしての適性を見極めるとともに、地域に根

ざし、地域に貢献する「地域職員」の採用選考を初めて行った。 

組織改正、管理職異動において、災害対応力の強化、新サービスへの対応、国際発信力

の強化等、経営課題に対応した体制整備を行うとともに、女性の放送局長を増やす等、女

性職員の積極的な登用を行った。 

自由闊達な職場づくりの一環として、職員からのメールを会長が直接受け付ける取り組

みを始めた。 
 

■公共放送を担う人材の確保と育成 

・４月の採用選考では、職種ごとに新たな面接手法を開発する等、選考方法を工夫し、ジ

ャーナリストとしての適性の見極めに努めた。 

・地域に根ざし、地域に貢献する「地域職員」の採用選考を初めて行った。  
■士気の向上と職場の活性化 

・６月に実施した組織改正および管理職異動において、災害対応力の強化、新サービスへ

の対応、国際発信力の強化等、経営課題に対応した体制整備を行った。また、女性の放

送局長を増やす等、女性職員を積極的に登用した。 

・管理者登用資格試験の結果に基づいた管理職任用を初めて実施した。 

・新たな給与制度に基づく昇給や管理職の基本年俸の引き下げ等、給与制度改革を着実に

実行した。 

・自由闊達な職場づくりの一環として、職員とコミュニケーションを深めるために、職員

からのメールを会長が直接受け付ける取り組みを始めた。 

 

 
 
  
 
 
 
 
 

将来の公共放送を担う有為な人材の確保のために、様々な採用周知活動を積極的に進め

るとともに、フェイス・トゥ・フェイスの小規模イベントを増やすなど、新たな施策を構

築し、ジャーナリストとして高い使命感を持つ人材の確保に努めていく。また、日本経済

団体連合会の新卒採用における新指針（３月周知開始、８月選考開始）を勘案した新たな

採用スキームを構築する。 

課題・今後の取り組み 

③ 放送・サービスの質を向上させるため、活力ある職場づくりをすすめます 

４．「改革・活力」   

 
 

第１四半期の達成状況 

 

３
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３   （参考） 
 

   （１） 各指標    

 （２） 予算の執行状況等 
 

４ 
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各指標 

 
 

 

【質的指標】 

・10 指標は、個々のチャンネルの質に対する視

聴者のみなさまの評価。年４回、インターネ

ットで調査を行い、結果を 10点満点で、レー

ダーチャートで表示する。 

・前期と比較して、統計的に評価が高まった指

標を青丸、低くなった指標を赤丸で表記して

いる。（今回は、該当なし） 

【量的指標】 

・接触者率、世帯視聴率について、ビデオリサ

ーチ（関東）のデータから当該四半期平均と

前期のデータを表記している。 

【質的指標】 

・「海外での評価」は、毎月６本ペースで視聴し

て報告を求めている一般公募のモニター（世界

40の国と地域で実施）の評価を四半期ごとに集

計し、まとめたもの。 

 

【量的指標】 

・「海外での視聴可能世帯」は、ＮＨＫが受信環

境整備のために契約している各国・地域の放送

事業者を通じて、視聴可能な世帯を四半期ごと

に集計したもの。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国内放送 国際放送 

国内放送 国際放送 

※10指標評価の分母は各波、サービスに月に1回でも接触した人。塗布部分は、質的指標で特に意識する領域。 
青丸は前期と比較し統計的に評価が高まった指標、赤丸は各波の中で統計的に評価が低くなった指標（今回は、該当なし）。 
括弧内は、前期の結果。指標によって報告タイミング（四半期、半期、年）は異なる。 

 

（参考１） 各指標 ４ 
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【質的指標】 

・デジタルサービスの満足度は、ＮＨＫが実施

しているサービス（ＮＨＫデータ放送等）に

ついて、年４回ネット調査を行い、結果を 10

点満点で表記している。 

 
【量的指標】 

・デジタルサービスの接触についても、年４回

インターネットで調査を行い、結果を％で表

記している。 

【質的指標】 

・公開番組・イベントに参加した視聴者の満足度

等を測定する。 

 

【量的指標】 

・受信料の支払率および収納率等により、受信料

公平負担の進捗状況を測る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

技術・デジタル関係 視聴者関係等 

技術・デジタル関係 視聴者関係等 

※視聴者の支払意思額の合計 = 地上放送および衛星放送に対する支払意思額×契約数の合算 
※世論調査により、年度ごとに公表 

ＶＦＭ (Value for Money) 
（コストに見合う成果） 

ＮＨＫが生み出した価値額(視聴者の支払意思額の合計) 

ＮＨＫの事業支出額（決算） = 

※訪問者数は、30分以上アクセス間隔があいた場合には、別アクセスとして集計。ただし従来型携帯向けサイトは除く。NHKのアプリ利用数は集計対象外。 
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（１）     収支の状況 

 
 

 
 事業収入は、1,687億円（進捗率 25.4％）

で、受信料が標準進捗率を上回るなど、全

体として堅調な状況となった。事業支出は、

1,566 億 円 （ 進 捗 率 23.9 ％ ） で 、

「ＦＩＦＡワールドカップ」の支出等があ

ったものの、全体として堅調な状況となっ

た。これにより、事業収支差金は 120 億円

の黒字となった。  

 
≪予算との比較≫ 
○受信料は、移動世帯の早期契約対策などに重点

的に取り組み、契約総数・衛星契約ともに堅調

に増加したことから、標準進捗率を上回った。 

○財務収入は、６月に関連団体からの配当を受け、

標準進捗率を上回った。 

○雑収入は、前々年度以前受信料の回収額が増加

し、標準進捗率を上回った。 

 

◇国内放送費は、「ＦＩＦＡワールドカップ」の支

出等があったものの、全体としては標準進捗率

を下回り、堅調な支出状況となった。 

◇契約収納費は、移動世帯の契約対策等により支

出が増加しているものの、地域スタッフ体制の

見直しなど効率的な業務体制の構築を進めて 

経費の抑制に努めたことから、ほぼ標準通りの

進捗となった。 

 
 
≪前年度との比較≫ 
○受信料は、契約総数・衛星契約ともに堅調に増

加したことから、実績額は前年同月を上回った。 

○特別収入は、固定資産売却益の減により、前年

同月を下回った。 

 

◇国内放送費は、番組の充実に伴う制作費の増や

「ＦＩＦＡワールドカップ」の支出等により、

前年同月を上回った。 

◇国際放送費は、番組の充実・強化に伴う制作費

の増や受信環境整備の推進により、前年同月を

上回った。 

◇契約収納費は、法人委託の拡大に伴う手数料の

増加など営業活動の強化の一方で、体制見直し

に伴い地域スタッフの手数料等が減となったこ

とにより、前年同月とほぼ同額となった。 

◇給与は、要員や制度の見直しによる減等により、

前年同月を下回った。 

◇退職手当・厚生費は、25年度の年金資産運用改

善に伴う退職給付費の減等により、前年同月を

下回った。 

前年同月末
実 績 額

6 月 末
実 績 額

増 減 額 増 減 率

1 ,660 1 ,687 26 1 .6% 

受 信 料 1,578 1,620 42 2.7% 

交 付 金 収 入 8 9 1 15.2% 

副 次 収 入 19 18 △ 1 △5.7% 

財 務 収 入 26 27 1 6.8% 

雑 収 入 11 10 △ 0.9 △7.8% 

特 別 収 入 16 0.06 △ 16 △99.6% 

1 ,559 1 ,566 7 0 .5% 

国 内 放 送 費 675 699 23 3.5% 

国 際 放 送 費 37 40 2 7.9% 

契 約 収 納 費 146 145 △ 0.4 △0.3% 

受 信 対 策 費 8 8 △ 0.3 △4.0% 

調 査 研 究 費 13 15 1 9.9% 

給 与 302 289 △ 13 △4.3% 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 159 153 △ 6 △3.9% 

共 通 管 理 費 等 40 40 △ 0.2 △0.7% 

減 価 償 却 費 168 168 0.1 0.1% 

特 別 支 出 4 4 △ 0.4 △9.2% 

101 120 18 － 

事 業 収 入

事 業 支 出

事 業 収 支 差 金

区　　分
前年同月末

実 績 額
6 月 末
実 績 額

増 減 額 増 減 率

1 ,660 1 ,687 26 1 .6% 

受 信 料 1,578 1,620 42 2.7% 

交 付 金 収 入 8 9 1 15.2% 

副 次 収 入 19 18 △ 1 △5.7% 

財 務 収 入 26 27 1 6.8% 

雑 収 入 11 10 △ 0.9 △7.8% 

特 別 収 入 16 0.06 △ 16 △99.6% 

1 ,559 1 ,566 7 0 .5% 

国 内 放 送 費 675 699 23 3.5% 

国 際 放 送 費 37 40 2 7.9% 

契 約 収 納 費 146 145 △ 0.4 △0.3% 

受 信 対 策 費 8 8 △ 0.3 △4.0% 

調 査 研 究 費 13 15 1 9.9% 

給 与 302 289 △ 13 △4.3% 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 159 153 △ 6 △3.9% 

共 通 管 理 費 等 40 40 △ 0.2 △0.7% 

減 価 償 却 費 168 168 0.1 0.1% 

特 別 支 出 4 4 △ 0.4 △9.2% 

101 120 18 － 

事 業 収 入

事 業 支 出

事 業 収 支 差 金

区　　分

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

6 ,634 1 ,687 4 ,947 25 .4%

受 信 料 6,428 1,620 4,807 25.2%

交 付 金 収 入 39 9 29 24.9%

副 次 収 入 79 18 61 22.9%

財 務 収 入 43 27 15 64.3%

雑 収 入 34 10 23 31.4%

特 別 収 入 9 0.06 9 0.7%

6 ,544 1 ,566 4 ,977 23 .9%

国 内 放 送 費 2,919 699 2,219 24.0%

国 際 放 送 費 176 40 135 23.2%

契 約 収 納 費 582 145 436 25.1%

受 信 対 策 費 37 8 28 22.9%

調 査 研 究 費 99 15 83 15.4%

給 与 1,197 289 908 24.2%

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 631 153 477 24.3%

共 通 管 理 費 等 178 40 137 22.8%

減 価 償 却 費 673 168 505 25.0%

特 別 支 出 18 4 14 23.7%

予 備 費 30 -               30 0.0%

90 120 △ 30 － 

事 業 収 入

事 業 支 出

事 業 収 支 差 金

区　　分 予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

6 ,634 1 ,687 4 ,947 25 .4%

受 信 料 6,428 1,620 4,807 25.2%

交 付 金 収 入 39 9 29 24.9%

副 次 収 入 79 18 61 22.9%

財 務 収 入 43 27 15 64.3%

雑 収 入 34 10 23 31.4%

特 別 収 入 9 0.06 9 0.7%

6 ,544 1 ,566 4 ,977 23 .9%

国 内 放 送 費 2,919 699 2,219 24.0%

国 際 放 送 費 176 40 135 23.2%

契 約 収 納 費 582 145 436 25.1%

受 信 対 策 費 37 8 28 22.9%

調 査 研 究 費 99 15 83 15.4%

給 与 1,197 289 908 24.2%

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 631 153 477 24.3%

共 通 管 理 費 等 178 40 137 22.8%

減 価 償 却 費 673 168 505 25.0%

特 別 支 出 18 4 14 23.7%

予 備 費 30 -               30 0.0%

90 120 △ 30 － 

事 業 収 入

事 業 支 出

事 業 収 支 差 金

区　　分

４ 

 
収支状況 （一般勘定） 

予算との比較 

前年同月との比較 

〔６月末標準進捗率 25.0％〕 

（単位 億円） 

（単位 億円） 

（参考２） 予算の執行状況等 

※ 

※ 

※予算総則第 12 条を適用して、年度当初の予算に対してそれぞれ４億円を増額している 
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受信料・受信契約状況 

 
  

 
 受信料収入は、受信契約件数の増加により前年

同月に比べ 42億円増加した。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受信契約状況は、契約総数の増加が 19.0万件、

衛星契約の増加が 27.7 万件となっている。世帯

移動の最も多い第１四半期に特に営業活動を強

化し、転居した世帯の早期の対応に取り組んだこ

と等により、契約総数増加、衛星契約増加ともに、

堅調に推移した。 

 
 

 
 

 
 
 
 
  

受 信 料 収 納 額

回 収 予 定 額 10 

増減額

1,516 

25年度
6月末

26年度
6月末

1,578 1 ,620 42 

区     分

受 信 料 収 入

92 103 

1,485 31 受 信 料 収 納 額

回 収 予 定 額 10 

増減額

1,516 

25年度
6月末

26年度
6月末

1,578 1 ,620 42 

区     分

受 信 料 収 入

92 103 

1,485 31 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

【衛星契約増加】 目標68万件

24年度

25年度

26年度

0

10

20

30

40

50

60

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

【契約総数増加】 目標49万件

24年度

25年度

26年度

年間
増加目標

6月末
実績

進捗率
年間

増加目標
6月末
実績

進捗率

48 17 .9  37.4% 49 19 .0  38.8% 3,892 

69 25 .5  36.9% 68 27 .7  40.8% 1,815 

△ 16 △ 3.1 19.2% △ 13 △ 2.7 20.9% 135 

現在数

26年度25年度

未 収 削 減
（5月末値）

衛星契約 ※

区　分

契 約 総 数

年間
増加目標

6月末
実績

進捗率
年間

増加目標
6月末
実績

進捗率

48 17 .9  37.4% 49 19 .0  38.8% 3,892 

69 25 .5  36.9% 68 27 .7  40.8% 1,815 

△ 16 △ 3.1 19.2% △ 13 △ 2.7 20.9% 135 

現在数

26年度25年度

未 収 削 減
（5月末値）

衛星契約 ※

区　分

契 約 総 数

(単位　億円）1,044

1,074
1,097

1,019 1,032
1,060

1,005
1,038 1,053 1,044

1,061 1,083

1,025

490

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1期 2期 3期 4期 5期 6期

24年度 25年度 26年度

499 480

(単位　億円）1,044

1,074
1,097

1,019 1,032
1,060

1,005
1,038 1,053 1,044

1,061 1,083

1,025

490

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1期 2期 3期 4期 5期 6期

24年度 25年度 26年度

499 480

受信料 

受信契約状況 

（受信料収納額の期別推移） 

※衛星契約とは衛星系および地上系によるテレビジョン

放送の受信についての放送受信契約 

（単位 億円） 

（単位 万件） 

４ 

 

26年６月末 19.0 万件 

26年６月末 27.7 万件 
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その他の勘定（番組アーカイブ業務、受託業務等） 
 
  

  
  
 

 

事業収入は、予算 21億円に対し４億円の

実績となっている。事業支出は、予算 20

億円に対し、４億円の実績となっている。 

 
事業収入は、前年同月比 0.7 億円増の 4.7 億円

となった。事業支出は、権利処理に係る経費の削

減など効率的な業務運営により 4.0 億円に抑制し

た。 

事業収支差金は、前年同月と比べ 1.6 億円改善

し、0.7億円の黒字となった。 

 
 

 
 
 
 
 
 

事業収入は、予算 13億円に対し、ＮＨＫ

ホールやＮＨＫ大阪ホールの利用料等で３

億円となり、おおむね堅調に推移している。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

21 .0 4 .7 16 .2 22 .5%

視 聴 料 収 入 21.0 4.7 16.2 22.5%

20 .8 4 .0 16 .8 19 .2%

0 .1 0 .7 △ 0.5 -

前年同月末
実 績 額

6 月 末
実 績 額

増 減 額 増 減 率

3 .9 4 .7 0 .7 19 .5%

視 聴 料 収 入 3.9 4.7 0.7 19.5%

4 .9 4 .0 △ 0.9 △ 18 .4%

△ 0 .9 0 .7 1 .6 -事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 差 金

区　　分

事 業 収 入

事 業 支 出

事 業 収 入

事 業 支 出

区　　分 予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

21 .0 4 .7 16 .2 22 .5%

視 聴 料 収 入 21.0 4.7 16.2 22.5%

20 .8 4 .0 16 .8 19 .2%

0 .1 0 .7 △ 0.5 -

前年同月末
実 績 額

6 月 末
実 績 額

増 減 額 増 減 率

3 .9 4 .7 0 .7 19 .5%

視 聴 料 収 入 3.9 4.7 0.7 19.5%

4 .9 4 .0 △ 0.9 △ 18 .4%

△ 0 .9 0 .7 1 .6 -事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 差 金

区　　分

事 業 収 入

事 業 支 出

事 業 収 入

事 業 支 出

区　　分

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

13 .7 3 .4 10 .3 24 .9%

11 .5 2 .6 8 .8 23 .1%

2 .2 0 .7 1 .4 -

前年同月末
実 績 額

6 月 末
実 績 額

増 減 額 増 減 率

3 .6 3 .4 △ 0.2 △ 6 .1%

2 .5 2 .6 0 .09 3 .5%

1 .0 0 .7 △ 0.3 -

事 業 支 出

事 業 収 支 差 金

区　　分

事 業 収 支 差 金

事 業 収 入

区　　分

事 業 収 入

事 業 支 出

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

13 .7 3 .4 10 .3 24 .9%

11 .5 2 .6 8 .8 23 .1%

2 .2 0 .7 1 .4 -

前年同月末
実 績 額

6 月 末
実 績 額

増 減 額 増 減 率

3 .6 3 .4 △ 0.2 △ 6 .1%

2 .5 2 .6 0 .09 3 .5%

1 .0 0 .7 △ 0.3 -

事 業 支 出

事 業 収 支 差 金

区　　分

事 業 収 支 差 金

事 業 収 入

区　　分

事 業 収 入

事 業 支 出

予算との比較 

受託業務等勘定 

（単位 億円） 

（単位 億円） 

※放送法第 20 条第３項に基づく受託業務等に係

る収支を区分した勘定 

前年同月との比較 

〔６月末標準進捗率 25.0％〕  

４ 

 

予算との比較 

番組アーカイブ業務勘定 

（単位 億円） 

（単位 億円） 

〔６月末標準進捗率 25.0％〕  

前年同月との比較 

※放送法第 20 条第２項第２号に基づくＮＨＫ

オンデマンドに係る収支を区分した勘定 
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建設費 
 
 

  
 
 多くの設備整備の完成が年度後半に計画されて

おり、標準進捗率を下回っているが、スーパーハ

イビジョンのロンドン五輪パブリックビューイン

グ設備整備や新熊本放送会館の移転用地取得など、

順調に施行している。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 

 

建設費 
（単位 億円） 

※当初予算 750 億円に前年度からの繰越額 25 億円を加えた額 

※ 

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

732 62 670 8 .5%

区　　分

建 設 費 つ か

わ な

い 

※「３か年の基本方針」の達成状況を測る世論調査 調査概要（調査結果は３ページに掲載） 

「３か年の基本方針」の指標に対する視聴者の意向を把握することを目的として、平成 26 年１月

に、層化２段無作為抽出法で抽出した全国の 16 歳以上の男女 3,600 人を対象に、面接法および訪問

留置法で実施した。有効回答数は 1,919 件（有効回答率 53.3%）。 
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